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情報通信月間特別講演会 2014年6月6日＠ホテルサンルートプラザ福島  

川島宏一 （株）公共イノベーション代表取締役 

オープンデータの動向と今後の可能性について 

http://okfn.jp/  

http://okfn.jp/


川島宏一： 佐賀県特別顧問 

ー内閣官房IT戦略本部電子行政分科会構成員（13-) 
ー内閣官房IT戦略本部電子行政オープンデータ実務者会議ルール・普及等WG主査(12-) 
ーオープンデータ流通推進コンソーシアム利活用普及委員(12-) 

ーオープン・ナレッジ・ファウンデーション・ジャパン副理事長(14-) 
ー日本ビジネス・プロセス・マネジメント協会理事(13-) 

ー（株）公共イノベーション代表取締役 
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都市開発 都市開発 
オープンデータ オープンデータ 

自治体経営 自治体経営 

ICT ICT 公共イノベーション 公共イノベーション 

地域の社会課題は 
地域が解決する社会 

開発援助 開発援助 
知識管理 知識管理 

電子行政 



行政コスト削減の事例： 
呉市 レセプトデータ活用で3.5億円/年の効果 

◯ オープン・データ化 

15 万人以上の都市で高齢化率の最も高い呉市で、レ

セプトデータベースを活用し、ジェネリック医薬品の使

用促進通知の実施、頻回受診者への訪問指導等を実

施、年間薬剤費削減額 3.5 億円を達成。 

出典：平成25年第7回経済財政諮問会議集識者提出資料2 
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3.5億円/年*（1億2千万人/15万人)  ＝ 2,880億円/年 
                         ≒ 3,022億円 
                   （2011年度の国保の全国赤字額）  



経済活性化の事例 

http://climate.com/ 
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透明性・信頼性向上の事例① 



透明性・信頼性向上の事例② 
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市民参加・市民協働の事例 
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 「オープンデータ」って何？ 
 

 正確には、Open Government Data Movement. 

公共機関が、税金で作り、管理している、原則全て

のデータを、機械判読可能な形で公開し、営利・非

営利を問わず、その利用・再利用を可能とすること

によって、新たな価値を創出して行こうとする世界

的な動き。 



情報公開 vs. オープンデータ 

• 情報公開制度は、多くの国々で整備済。日本では

「行政機関の保有する情報の公開に関する法律」

（1999年）。申請を受けて開示する受け身の仕組み。 

• オープンデータでは、税金で生み出された情報は、

国民の資産であり、行政はその情報を預かっている

管理人。そもそも行政が保有している情報の所有者

は国民であって、常に利用可能な状態（Open by 

Default）になっているべきという考え方。  
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オープンデータが注目される３つの理由 

1)情報がデジタルになり、市民提供にコストがかからなくなった（Born Digital） 

2)誰でもどこでもいつでもインターネット経由にアクセス可（IT Penetration） 

3)データの無償提供で経済価値を創出できるという認識（Economic Value) 

• ドン・タプスコット「ウイキノミクス」：カナダの倒産しかかっていた金鉱山会社

ゴールドコープが収益性の高い会社に変身。 

• 「ゴールドコープは、社内秘であった地質データをインターネットで公開し、57

万5000ドルの賞金をかけて新しい金鉱脈の位置を世界中に尋ねた。すると、

110カ所の鉱脈の位置が示唆され、その半数はゴールドコープが気づいて

おらず、また、その80％で実際に金が見つかり、発見された金の総量は250

トンに上ったという。」行政保有データもオープンにすることで、同様の経済

効果を期待できる？ 
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“Give Us the Data 
Raw, and Give it to 
Us Now”, Rufus  
Pollock,  
Nov. 2007.  

“RAW DATA 
NOW”, Tim 
Berners-Lee, 
Feb. 2009. 

DATA.GOV.UK, 
Andrew Stott, 
Former Deputy 
CIO of UK. Gov. 

DATA.GOV, Vevek 
Kundra, Former CIO 
of US Gov. 

WIKI GOVERNMENT, 
Beth Noveck, Former 
Deputy CTO of US Gov., 
2009. 

Wikinomics, Don 
Tapscott, 2008. 

Open Government 
Directive, President 
of US Gov., 2009. 

Letter to Government 
departments on 
opening up data, 
David  
Cameron,  
PM of  
UK Gov., 
 2010. 

US 

UK 

「オープンデータ」を動かしてきた人々 

The Power 
of 
Information 
Task Force 
Launched,  
Mar.  
2008.  



International Open Data Day 2014 

世界158会場、国内３２会場で開催 
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オープンデータ 
（G8首脳宣言(2013.6.18からの抜粋） 

 
46. オープンな政府データは，情報時代の不可欠な資源である。

データを公共の場に移すことは，市民の生活を向上させ，ま

た，これらデータへのアクセスを拡大することは，イノベー

ション，経済成長及び良い雇用の創出を促進し得る。政府

のデータを原則として一般に入手可能とし，機械判読可能

で，容易にアクセス可能かつ開かれた形式にて無償で再利

用可能とすること及び公衆がその内容や意味を容易に理解

できるようにこれらのデータを明確に説明することは，民間

部門のイノベーター，起業家，そして非政府組織によるイノ

ベーションのための新たな原動力となる。 
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Code for America: 動き出したエンジニアたちによる自治体ICT支援  
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http://itpro.nikkeibp.co.jp/article/NEWS/20130621
/486966/?ST=govtech 

http://code4japan.org/ 

日本でも生まれつつあるエンジニア・コミュニティ 











【参考】データカタログサイト『DATA.GO.JP』（試行版）の利用規約 

  

第１条（国の著作権） 

国が著作権を有する著作物の利用（複製、公衆送信、翻訳・変形等の翻案等）については、
リソースごとのメタデータのresourse_licence_id欄に記載するクリエイティブ・コモンズ・ライ
センス（以下「CCライセンス」という。）の表示2.1日本
（http://creativecommons.org/licenses/by/2.1/jp/legalcodeに規定される著作権利用許諾
条件を指す。resourse_licence_id欄には「CC-BY」と表記。）によるものとします。なお、数

値データ、簡単な表・グラフ等のデータは著作権の対象ではありませんので、
resourse_licence_id欄にCCライセンスの記載がある場合でも、当該リソースのうち、これら
の対象データについてはCCライセンスの適用はなく、自由に利用できます。 

  

第２条（第三者の権利） 
  

第３条（無保証） 
  

第４条（他のサイトの利用規約との関係） 
 

第５条（準拠法と合意管轄） 
  

（利用に当たってのお願いとご注意） 

本サイトのデータカタログにメタデータを公開しているデータ及び当該メタデータ（以下「対象
データ」といいます。）は、以下の条件の下、自由に利用できます。 
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2010.5.11   新たな情報通信技術 

2011.8.3      電子行政に関する基本方針 

2012.7.4      電子行政オープンデータ戦略 

2013.3.21  オープンデータ実務者会議 

2013.5.24   オープンデータ推進のためのロードマップ 

    二次利用の促進のための府省のデータ公開に 

    関する基本的考え方 

2013.6.14     世界最先端IT国家創造宣言 

2013.10.29 オープンデータ憲章アクションプラン 

2013.12.20  政府データカタログ試行版の公開 

オープンデータ政策関連の 
これまでの日本政府の動き 



電子行政オープンデータ戦略の概要 

平成24年7月ＩＴ戦略本部決定 

① 透明性・信頼性向上
②
③
 
 

① 透明性・信頼性向上      → 行政の透明性の向上、行政への国民からの信頼性の向上 

② 国民参加・官民協働推進 →創意工夫を活かした公共サービスの迅速かつ効率的な提供、ニーズや価値観の多様化等への対応 

③ 経済活性化・行政効率化  → 我が国全体の経済活性化、国・地方公共団体の業務効率化、高度化 

 
 
【基本原則】 ① 政府自ら積極的に公共データを公開すること
  
 
       

【基本原則】  ① 政府自ら積極的に公共データを公開すること 
            ② 機械判読可能で二次利用が容易な形式で公開すること 
         ③ 営利目的、非営利目的を問わず活用を促進すること 
        ④ 取組可能な公共データから速やかに公開等の具体的な取組に着手し成果を確実に蓄積していくこと 

   

【

 
 
【
容、提供方法を見直し 

【推進体制・制度整備】オープンデータを推進するための体制として、速やかに、官民による実務者会議を設置 

 ①公共データ活用のための環境整備等基本的な事項の検討 
 ②今後実施すべき施策の検討及びロードマップの策定 ③各種施策のレビュー及びフォローアップ 
【電子的提供指針】フォローアップの仕組みを導入し、「具体的な施策」の成果やユーザーの要望等を踏まえ、提供する情報の範囲や内
容、提供方法を見直し 

◆ 戦略の意義・目的 

◆ 基本的な方向性 

◆ 推進体制等 

【平成２４年度】以下の施策に着手 
 １ 公共データ活用の推進 （公共データの活用について、各府省、民間と連携し、実証事業等を実施）  

   ①公共データ活用ニーズの把握 ②データ提供方法等に係る課題の整理、検討 ③民間サービスの開発 
 ２ 公共データ活用のための環境整備 （実証事業等の成果を踏まえつつ、公共データ活用のための環境整備）  

   ①公共データ活用のために必要なルール等の整備（データ公開時の著作権の取扱い、利用条件等） 
    ②データカタログの整備 
   ③データ形式・構造等の標準化の推進等 ④提供機関支援等についての検討 
【平成２５年度以降】ロードマップに基づき、各種施策の継続、展開 《内閣官房、関係府省》 

◆ 具体的な施策 

《内閣官房、総務省》 

《内閣官房、総務省、経済産業省、関係府省》 
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行政サイド（データの出し手側）の取組の進展 
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自治体 取組の概要 

静岡県 
（ふじのくにオープン
データカタログ） 

2013年8月27日公開。都道府県では初となるデータカタログサイト。防災、
観光（富士山等）など、31のデータを掲載。 

神奈川県横浜市 
（横浜市オープンデータ
ポータル） 

2013年2月に開催された“International Open Data Day in Japan”の
ハッカソンにおいて、データポータルサイトを開発。子育て・教育、防災な
どのデータを掲載。 

【独自のオープンデータカタログサイトを整備】 
出典：各自治体等
HP 

【ホームページ上で公共データをオープン化】 

・北海道室蘭市 
・秋田県横手市 
・福島県会津若松市 
・群馬県前橋市 
・千葉県千葉市 
・千葉県流山市 
・神奈川県横浜市金沢区 

・福井県 
・福井県坂井市 
・福井県鯖江市 
・福井県越前市 
・福井県敦賀市 
 

 国・自治体・独立行政法人それぞれの取組により、行政機関側のオープンデータ
は徐々に進展。 

 DATA.GO.JP（試行版）：9,498データセット 
 Open DATA METI：経産省・独法データ合わせ2,242データセット 
 自治体：防災、観光等の社会課題関連データを中心に、各自治体で取組が進展 

・石川県金沢市 
・石川県野々市市 
・石川県内灘町 
・静岡県裾野市 
・岐阜県 
・大阪府大阪市 
 





自治体は、どのような手順で進めているのか 
〜自治体データ活用による課題解決プロセス・モデル〜 

0. データ・ポータル
の整備 

0. データ・ポータル
の整備 

1. アイディアソン、
ハッカソンの開催 
1. アイディアソン、
ハッカソンの開催 

2. 開発者育成セミ
ナーの開催 

2. 開発者育成セミ
ナーの開催 

4. ビジネス・マッ
チング・イベント

の開催 

4. ビジネス・マッ
チング・イベント

の開催 

社会課題の提示 
公共データの提供 
社会課題の提示 
公共データの提供 

著作権処理 
機械判読可能化 
データの構造化 

公共データ提供 

創業期金融支援 

公共データ提供 

創業期金融支援 
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ビジネスモデル 

構築支援 

ビジネスモデル 

構築支援 

知識の共有 知識の共有 



どのようなサービスが生まれているのか？ 

31 
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オープン・データによる価値創出の8類型 

1. わかりやすい可視化型 

2. 対話型 

3. リアル・タイム型 

4. 悉皆型 

5. ハイブリッド型 

6. 地域パッケージング型 

7. 仲介型 

8. コンシエルジュ型 
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1. わかりやすい可視化型ー＞行政の透明性・信頼性向上 

http://wheredoesmymoneygo.org/dailybread.html 
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http://youchoose.yougov.com/redbridge 

2. 対話型 ー＞行政の透明性向上、国民参加 
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https://www.fixmystreet.jp/ 



3. リアル・タイム型 ーー＞国民の利便性向上 

http://traintimes.org.uk/map/tube/ 36 
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4. 悉皆型 ーー＞ 図書館蔵書の利用頻度比較 

https://calil.jp/ 



5. ハイブリッド型 ー＞ 新サービス創出による経済活性化 

http://climate.com/ 38 



39 20130902 
39 http://www.agri-note.jp/ 



6. 地域パッケージング型 ー＞行政の効率化 

http://datagm.org.uk/ 40 
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小学校区毎の感染症患者の欠席者数の可視化 
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7. 仲介型 

http://transportapi.com/ 
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8. コンシエルジュ型 
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http://kirakana.city.yokohama.lg.jp/ 



オープンデータ運動のこれからの３つの方向性：

踊り場から、さらなる飛躍への方向性は 



オープンデータ政策推進上の現在の課題 

アイディアを 

ビジネスに結びつけ

る方法論が確立でき

ていない 

政府、自治体によ
るデータカタログサ
イト構築を通して、
公共データの解放
が進んでいる 

アイディア・ハッカソアイディア・ハッカソ
ンが頻繁に開催さ
れ、多くのアプリ
ケーションが提案さ

れている 

アプリケーション開
発に必要なスキル
研修の機会も提供
されつつある 

オープンデータとICTで、

地域課題を継続的に

解決できているビジネ

ス事例は限られている 

オープンデータとICTで、

地域課題を継続的に

解決できているビジネ

ス事例は限られている 

高齢者介護、
子育て、防災な
ど地域におけ
る課題は未解
決のまま山積し

ている 



オープンデータ×アイディア× ICT を 

社会課題解決ビジネスに結びつける方法論が欠けている 

公共データの解放 公共データの解放 
持続的に 

社会課題を解

決するビジネス 

持続的に 

社会課題を解

決するビジネス 開発者 
スキル研修 

アイディアソン・
ハッカソン開催
アイディアソン・
ハッカソン開催 

？ 

地域社会が抱えて
いる課題の特性 



⑴課題がある
状態 

⑵課題が解決
された状態 

①誰が(who) 
②いつ(when) 
③どこで(where) 
④何に(what = indicator) 
⑤どのような状態で困っているのか(how) 
⑥そのような状態に陥っている原因は何か(why) 

①誰が(who) 
②いつ(when) 
③どこで(where) 
④何に(what = indicator) 
⑤どのような水準の状態を実現したいのか(how) 
⑥その水準を実現できた原因は何か(why) 

⑶ の乖離の 
原因をデータで表現 
⑶  ⑴と⑵の乖離の 
原因をデータで表現 

⑷原因解消のための 
ICTツールの設計・開発 
⑷ 原因解消のための 

ICTツールの設計・開発 
⑸ ツールの実稼
働で市民力を動員 
⑸ ICTツールの実稼
働で市民力を動員 

課題解決 ＝ ⑴と⑵の乖離を生んでいる原因を取り除くこと 

日本のオープンデータ運動の方向性①： 

供給（期待）主導から需要（成果）主導へ 

  IPS 
 

© 2014 IPSi 



価値提案 
Value Propositions 

顧客とのチャンネル 

Channels 

収益の流れ 

Revenue Streams 

顧客セグメント 

Customer Segments 

主要活動 
Key Activities 

主要パートナー 

Key Partners 

主要リソース 
Key Resources 

コストの構造 

Cost Structure 

顧客との関係性の維持 

Customer Relationships 

ビジネス・モデルをわかりやすく描く 

【ビジネス・モデル・キャンバス】 

出典：http://www.businessmodelgeneration.com/ 



日本のオープンデータ運動の方向性② 

透明性、説明責任、市民協働の視点も包含した展開へ 

目的 
概念 

存在 
概念 

経済性 

社会性 
政治性 

Open 
Data 
Open 
Data 

Big 
Data 
Big 

Data 

Personal 
Data 

Personal 
Data 

•情報政策 
•情報システム 
•産業振興 

Open 
 

Open 
Data •総合政策 

•広報・広聴 
•情報公開 



オープンデータ戦略     情報公開法令 
（Open by Default）      （Closed by Default） 

VS. 

日本のオープンデータ運動の方向性③：運動から制度変革へ 





自治体がとるべきアプローチは？ 

1) あれもこれもではなく、あれかこれか。目指す

課題解決（成果）を絞り込んで、そこから逆算し

て考えましょう。 

2) データ公開のフィルタリングの信頼性、精度を

高めましょう。 

3) 中長期的には、データ公開を通常業務に組み

込んで行きましょう。 
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需要を呼び起こし、それに応じて、掘り当て、ポンプアップし、精製 

大切なこと：成果から遡って価値を生み出す情報の流れをend-to-endで設計すること 

原油 

精製装置・ 
フィルター 油井 

ガソリン 灯油 

ポリエステル 

シェール シェール 
ガス 

石炭 

 ①「成果」から逆算するアプローチへ 



②精製・フィルタリングのプロセス例 

54 

事前対策 

オープンデータ化により 
増幅しうるリスクは？ 

対
象
デ
ー
タ
群 

（例
：白
書
・統
計
、
ツ
ー
リ
ズ

ム
移
動
、
予
算
・決
算
・調
達
、

防
災
） 

公開 
可能 

禁公開 

公開できないデータまた

は具体的かつ合理的な

根拠により二次利用が

認められないデータか？ 

(公開の可否） 

予見できない 
データ結合リスク 

データ誤解釈リスク 

データ改竄リスク 

  

法令抵触のおそれの有無？ 

法令違反・抵触リスク対策 

著作権法 

個人情報保護法 

情報公開法 

国有財産法 
・・・・・・ 

副次的な 
負の効果発生リスク 

著作権処理 

匿名化処理 

利用規約 
の整備： 
 
•利用規程* 
•免責事項 
•不正利用警告 
、、 Yes. 

No. 

 ・・・・・・・ 

No. 
(法令抵触リスク対策不要） 

*:２次利用者に登録を求める場合
にはその合理的根拠を明示する 

Yes. 

公開 

ステップ１ ステップ２ ステップ３ 

出典：平成２４年度経産省受託調査「オープンデータ推進における情報リスク対策に関する調査研究」 



③データ需給のマッチング活動を 

通常業務に組み込んで行きましょう（OCDCモデル） 

①情報開放・
発信  

Open by Default 

(Transparency) 

②市民意見・
提案の募集 

Call for Proposals 

(Encourage 
Participation) 

③対話 

Dialogue  

(Participatory 
Discussions) 

④協働 

Collaboration 



①データ
生成 

②集計・ 
整理 

③編集・パッケー
ジング・分析 

④マーケティング 
・配送・可視化 

 行政には、データを顧客に届けるまでのプロセスにおい
て、 

民間の力をできる限り巻き込んでいく能力が求められてる 

ICTインフラストラクチャー 

公共的機関が 
保有する 

「生データ」 
付加価値なし 

エンドユーザーに 
届けられる 
「最終製品」 
高付加価値 

子育て 

行政 民間 

健康づくり 

高齢者介護 

環境 

生活保護 

・・・・・ ・・・・・・・・・ 

消防・救急 
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最後に 
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政府・自治体にとって、オープンンデータは救
世主 

【行政が抱えている根本課題は？】 

 行政システム（公共サービス提供、政策決定、組
織管理、人材育成など）は、財政逼迫のなか、社会
ニーズ変化に柔軟に対応できていない。その結果、
市民・企業の行政サービス満足度が低い。 

【課題解決のアプローチ】 

 経営資源（人、モノ、金、情報）のうち、自由度
の残されている「情報」の価値を引き出すことに
よって、社会ニーズの変化に対応する 
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オープンデータ運動  

2. 社会課題

の解決 

2. 社会課題

の解決 

3. ビジネス

の創出 

3. ビジネス

の創出 

1. 社会貢献

力の喚起 

1. 社会貢献

力の喚起 

公共データ × ICT で、 

1. 市民の社会貢献力の喚起 

2. 社会課題の解決 

3. ビジネス創出 

を併せて同時実現しよう！ 



街はデータであふれてる 

港湾管理 

施設管理 

海岸保全と船舶 

飛行機 

博物館 

政府・自治体 

警備 

Tourism 

電波管理 

インフラ管理 

ごみ収集 

景観設計 

信号 

金融機関 

電気・ガス 

救急救命 

防衛 

農業e 

経済開発 

教育 

公園・レクリエーション 

Hospital 

商業 

標識管理 

土地台帳 

 出典：ESRI 61 



Thank you. 
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